
鳥取市脱炭素先行地域づくり既存住宅断熱改修促進事業費補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、令和５年４月２８日に国から選定された鳥取市脱炭素先行地域

計画に基づく脱炭素先行地域づくり事業を着実に実行し、脱炭素先行地域に選定さ

れたエリア（若葉台北一丁目から若葉台北六丁目まで及び若葉台南一丁目から若葉

台南七丁目まで並びに佐治町全域の区域をいう。以下「脱炭素先行地域選定エリア」

という。）において２０３０年度までに民生部門における電力消費に伴うＣＯ２排

出量実質ゼロを確実に実現するとともに、地域課題を解決し、住民の暮らしの質の

向上を目指す地域脱炭素の各種取組を進めるため、既存住宅等の断熱化に資する事

業に対し、予算の範囲内において鳥取市脱炭素先行地域づくり既存住宅断熱改修促

進事業費補助金 (以下「本補助金」という。)を交付することについて、鳥取市補助

金等交付規則(昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」という。)に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （定義）  

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、二酸化炭素排出抑制対策事業費交

付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）交付要綱（令和４年３月３０日付け環

政計発第２２０３３０１号。以下「国要綱」という。）及び地域脱炭素移行・再エネ

推進交付金実施要領（令和４年３月３０日付け環政計発第２２０３３０３号。以下

「国要領」という。）において使用する用語の例による。 

 

（補助対象者） 

第３条 本補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号

のいずれかに該当する者とする。 

（１）本補助金の交付の申請をする時点において、脱炭素先行地域選定エリア内に専

用住宅を所有し、かつ、現に居住する個人（当該住宅を住所として本市の住民基

本台帳に記録されている者に限る。次号において同じ。） 

（２）第１０条の規定による実績報告書を提出する時点において、脱炭素先行地域選

定エリア内に専用住宅を所有し、かつ、現に居住する個人 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる市税等を滞納している者は、交付対象とし

ない。 

（１）市税 

（２）国民健康保険料 

（３）後期高齢者医療保険料 

（４）介護保険料 



（５）保育所保育料 

（６）下水道使用料 

（７）下水道受益者負担金 

 

（補助対象事業) 

第４条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、別表

第１欄に掲げる事業であり、かつ、別表第２欄に定める要件を満たす事業とする。 

 

（補助対象経費） 

第５条  本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補

助対象事業の実施に要する経費のうち、別表第３欄に定める経費から次に掲げる補

助金等を除いたものとする。 

（１）本補助金以外に交付される補助金等 

（２）その他市長が適当でないと認める経費 

 

（補助金の算定等) 

第６条 本補助金は、補助対象経費の額に別表第４欄に定める補助率を乗じて得た額

（千円未満の端数は、これを切り捨てる。）以内で算定し、予算の範囲内で交付す

る。ただし、別表第５欄に定める額を限度額とする。 

 

（交付申請) 

第７条 本補助金の交付を受けようとする者は、市長が別に定める日までに規則第４

条の申請書を市長に提出するものとする。 

２ 規則第４条の申請書に添付すべき同条第１号、第２号及び第４号に定める書類は、

次に掲げる書類とする。 

（１）鳥取市脱炭素先行地域づくり既存住宅断熱改修促進事業計画書（様式第１号） 

（２）費用の総額及び内訳のわかる書類 

（３）改修箇所に係る改修前の写真・改修箇所の図面等施工箇所のわかるもの 

（４）改修に用いる断熱材、建材等の製品に係る型式及び性能を確認できる書類（カ

タログ等） 

（５）対象建物の延べ床面積及び改修率を確認するための改修箇所、補助対象床面積

等を確認できる平面図 

（６）３者以上の見積書又は業者選定理由書 

（７）交付を受けようとする者に係る住民票の写し（第３条第１項第１号の要件に該

当する場合に限る。） 

（８）対象建物の登記事項証明書（第３条第１項第１号の要件に該当する場合に限る。） 

（９）市税滞納なしの証明書（申請年度の前年度分） 



 

（承認を要しない変更)  

第８条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更と

する。 

（１）本補助金の増額 

（２）２割以上の減額を伴う変更 

 

（着手届を要しない場合)  

第９条 本補助金の交付に係る事業は、規則第１０条第１項第３号に規定する市長が

別に定める場合とし、同項に規定する着手届の提出を要しない。  

 

（実績報告） 

第１０条 本補助金の交付を受けようとする者は、補助対象事業の完了、中止若しく

は廃止の日から３０日を経過する日又は本補助金の交付決定のあった日の属する

年度の２月末日のいずれか早い日までに、規則第１２条の実績報告書を市長に提出

しなければならない。 

２ 規則第１２条の実績報告書に添付すべき同条第１号、第２号及び第４号に定める

書類は、次に掲げる書類とする。 

（１）鳥取市脱炭素先行地域づくり既存住宅断熱改修促進事業報告書（様式第２号） 

（２）補助事業に係る契約の証拠書類 

（３）施工業者が発行した領収書及び費用内訳書の写し 

（４）施工前の状況と対比可能な施行後の完了写真 

（５）交付を受けようとする者に係る住民票の写し（第３条第１項第２号の要件に該

当する場合に限る。） 

（６）対象建物の登記事項証明書 

（７）その他市長が必要と認める書類 

 

（財産の管理） 

第１１条 本補助金の交付を受けた者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増

加した財産（以下「取得財産等」という。）については、補助対象事業の完了後にお

いても、善良な管理者の注意をもって管理し、本補助金の交付の目的に従って、そ

の効率的運用を図らなければならない。 

２ 規則第１６条ただし書の市長が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）により定められた期間とする。 

３ 規則第１６条第４号の市長が定めるものは、全ての対象設備とする。 

４ 本補助金の交付を受けた者は、処分制限期間内に規則第１６条本文の規定による

市長の承認を受けようとするときは、あらかじめ財産処分承認申請書（様式第３号）



を市長に提出しなければならない。ただし、天災等による破損等、自己の責めに帰

すべき事由以外の事由で対象設備を処分する場合は、事後の提出を認めるものとす

る。 

５ 本補助金の交付を受けた者は、対象設備の処分により収入があったときは、当該

収入があったことを知った日から５日以内に、市長にその旨を報告しなければなら

ない。 

６ 前項の場合において、市長がその収入の全部又は一部に相当する額を市に納付す

るよう指示したときは、本補助金の交付を受けた者は、これに従わなければならな

い。 

 

 （協力） 

第１２条 市長は、本補助金の交付を受けた者に対し、必要に応じて対象設備の導入

の効果検証データの提供その他協力を求めることができるものとする。 

 

 （帳簿等の整備） 

第１３条 本補助金の交付を受けた者は、当該補助事業に係る収入及び支出に関する

帳簿並びに証拠書類を常に整備しておかなければならない。 

 

 （調査） 

第１４条 市長は、本補助金に係る予算の執行の適正を期するため、必要に応じて、

施工完了後の状況等について、調査することができる。 

 

（その他) 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、本

事業を所管する部長が別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年８月２９日から施行する。 

（要綱の失効） 

２ この要綱は、令和１１年３月３１日限り、その効力を失う。 

３ この要綱の失効前に、この要綱の規定に基づき交付の決定がなされた補助対象事

業については、なお従前の例による。 

 

 



別表（第４条、第５条、第６条関係） 

１ 補助対象事業 ２ 補助対象要件 ３ 補助対象経費 ４ 補助率 ５ 限度額 

既存住宅断熱改修事業

（既存住宅に高性能建

材（ガラス・窓・断熱

材・玄関ドア）を導入

し断熱改修する事業を

いう。） 

（１）国要領別紙１の

１（２）ウ（ス）に

規定する要件 

 

（２）規則第７条第１

項に規定する交付

決定通知書の交付

を受けた日以降に

着手し、かつ、交付

決定を受けた年度

の２月末日までに

完了する事業であ

ること。 

国要領別表第１に

規定する経費 

２/３ （１）戸建て住宅の場合  

１戸あたり１２０万円（このうち、

玄関ドアの上限は５万円） 

 

（２）集合住宅の場合 

１戸ごと１５万円（このうち、玄関

ドアの上限は５万円） 

 


